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管理職への昇進と不当労働行為
道 幸 哲 也
序
1裁 定 ・裁判例の検討
亙 私 見
序
労働組合法7条1号 は,労 働組合員であることもしくは労働組合の正当な
行為を したことの故をもって労働者に対 し不利益な取扱いをす ることを不当
労働行為 として禁止 している。 この不利益取扱いには解雇を始め種 々の態様
(1)
のものがある。その中でも最近 とみに注目をあびているのが査定を媒介とし
(2)(3)
た不利益取扱いの事例である。昇給 ・一時金の差別や昇進 ・昇格差別がその
具体例 といえ よう。 この種の措置は,日 常的継続的に組合員を差別す ること
によって決定的に組合を弱体化せ しめる極めて効果的な反組合的テクニ ック
にほかな らない。
ところで,こ の種事案は今 までもっぼ ら不利に差別されること(不 利益取
扱いたる所以)が 問題とされてきた。すなわち,昇 給額 ・一時金支給額が低
いこと,も しくは昇進 ・昇格をさせない ことの不当労働行為性が争点であっ
原稿 受領1976年11月1日
(1)蓼沼謙一 「『不 利益 な取 扱』 の態 様」r総 合判 例研究叢書 労働 法 ⑫ 』(1967年)
参照.
(2)この問題 につ いて は,渡 辺圭二 「組合併存 と賃 金等経 済上 の差 別(上〉(中)(下)」
r中央 労働 時報 』507,508,510号(1971年)が詳細であ る.
(3)通常,「昇進 」 とは役職 の上昇 であ り,「昇 格」 とは資格 の上昇 といわれ る.本
稿 で は主 に昇進 の事 例を と りあげ る.な お,こ の 「資格制度」 は,「 平」 の時代
の序 列をつ け,ま た,役 職者 と役職 につ けなか った有資 格者 との不 均衡を一時 的
に緩和す る 日本独特 の人事制度 とみな され てい る.森 五郎 『人事 ・労務管理 の知
識』(1968年)106頁.
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たわけである。 ところが,最 近,む しろ非組合員たる管理職へ昇進させるこ
との不当労働行為性が正面か ら争われた事案があ らわれた。津田電線事件で
　の
ある。京都地裁は,当 該昇進措置には高度の業務上の必要性があるとして昇
進命令=業 務命令拒否を理由とする解雇を不当労働行為ならずと判示 した。
さて,本 稿は,こ の津田電線事件で争われた,非 組合員たる管理職への昇
進命令及び当該命令違反を理由とす る解雇の不当労働行為性を中心に検討す
るものである。すなわち,管 理職にな らないで一生組合運動を継続 したいと
いう労働者の利益を現行不当労働行為制度上いかに保障すべきかを論ず るも
(5)
のであ る。 この問題 は,今 まで比較的等閑視 されて きた。 しか し,昭 和40
くの
年以降使用者により一貫 して採用されている非組合員の範囲拡大措置や能力
の
主義管理に基づ く多様な昇進管理等により今後 この種事案が増加す ることは
'杏 定 しえないであろう。 したがって,こ の問題の理論的解明は実務上 も不可
欠 と思われ る。
1裁 定 ・裁 判 例 の検 討
本論にはいる前に昇進をめ ぐる不当労働行為事件に関す る裁定 ・裁判例の
流れをあ らか じめ概観 しておきたい。 これ らの事例は,次 の二つに大別 しう
る。昇進 ・昇格をさせないこともしくは降格の不当労働行為性が問題となっ
た事例と昇進させることの不当労働行為性が争われた事例とである。
(1)昇進 ・昇格させないことが争われた事例
昇進 ・昇格させないこともしくは降格の不当労働行為性が問題 となっ
(4)昭和50年10月7日 京 都地 判 『判 例時報』804号97頁.
(5)組合 活動以外 の理 由で,た とえば,管 理職 と しての心 身の重圧に耐 えがたい と
か,時 間外 手 当減収 とか の理 由で昇進 命令を拒否 しうるか,い わば 「え らくな ら
・な い権 利」 ともい うべ き ものが認め られ るかは極め て興 味深い問題 であ るが ,本 ・
稿 の対 象 とは しない.
(6)松岡三郎 『椅子 な き管理職』(1976年)42-43頁。
(7)日経 連能力主 義管理 研究会報 告r能 力主i義管理』(1969年)299-339頁及 び 木
元進 一郎 『労務管理 と労働組合』(1974年)150-157頁参照.
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(8)
た事例は極めて多い。 ここではそれ ら事案の個別的検討はせず,ご く一般的
(9)
傾向を述べ るに とどめ る。
第一に,事 案の背景 とその特徴 につ いて。 この種事案は,昭 和40年 以降,
と りわけ46年以降急増 している。 この頃 日経連により能力主義管理が提唱
(8)不当労働行為 とされた ものに以下 が ある.① 日新電 化事件 昭33年8月15日
山形委r不 当労働行為 命令集(以 下,命 令集 とい う)』18・19号169頁.②九 州
産業交通事 件 昭39年3月7日 熊 本委r命 令 集』30・31号53頁,③ 弘乳 舎事件
昭40年1月22日 熊 本委r命 令 集』32・33号161頁.④ 大 谷製 鋼所 事件 昭42
年8月23日 大 阪委r命 令 集』37号130頁.⑤ 毎 夕新 聞事 件 昭43年2月13日
東京委r命 令集』38号25頁.⑥ 高松赤十字 病院事 件 昭43年7月24日 香川委
r命令集』39号150頁.⑦ 大 森 ク ロー ム工 業事件 昭43年9月24日 東京委r命
令集』39号55頁.⑧ 千秋庵製菓 事件 昭44年4月11日 北海道 委r命 令 集』40
号125頁.⑨ 目栄証券事 件 昭45年3月3日 大 阪委r命 令 集』42号106頁.⑩
大阪証券取 引所 事件 昭46年3月6日 大阪委 『命令集』44号154頁.⑪ 秋 田放
送 事件 昭47年1月11日 秋 田委r命 令集』46号37頁 昭48年6月6日 中 労委
『命令 集』50号474頁.⑫ 竹 内工務 店 事件 昭47年1月25日 東京委 『命 令集』
46号74頁.⑱ 日本航空事 件 昭47年8月15日 東 京委 『命 令集』47号195頁.
⑭ 宮崎 日々事 件 昭47年10月1日 宮崎 委r命 令集 』48号31頁.⑮ 岩手 銀行事
件 昭47年11月15日 岩 手委 『命令 集』48号107頁.⑯ スポ ーッ 日本新 聞西部
本社事件 昭48年5月8日 福岡委r命 令 集』50号216頁.⑰ 第 一小型 ハ イヤー
事件 昭48年5月25日 北海道委 『命令集』50号298頁.⑬ コクヨ事 件 昭48
年8月21日 大阪委 『命令集』51号119頁.⑲ 第 一新 聞印刷 事件 昭48年9月
5日大阪委 『命令集』51号・146頁.⑳振興 相互銀行事 件 昭49年3月14日 宮
城委r命 令集』53号154頁 昭50年9月3日 中労委r別 冊 中央 労働時報(以 下,
別 冊 とい う)』886号216頁.⑳ 浜寺病院事 件 昭49年8月17日 大阪委 『命令
集』54号219頁.⑱ 朝 日放送 事件 昭49年8月23日 大 阪委 『命令 集』54号
231t頁昭51年5月19日 中労委 『労働判例』254号70頁.⑳ 小野 田化学工業 事
件 昭49年12月27日 福 岡委 『命令 集』54号596頁.⑳ 丸 金佐藤 造船鉄工所 事
件 昭50年1月25団 長 崎委 『別 冊』872号32頁 昭50年12月3日 中労委 『別
冊』887号59頁.⑳ 中部 日本放送 事件 昭50年2月28日 愛知委 『別冊』876号
4頁.⑳ 中部経 済新 聞社 事件 昭50年3月7日 愛知 委 『別 冊』876号44頁.⑳
社会保険診療報 酬支 払基 金事件 昭50年7月25日 宮城 委r別 冊』882号4頁.
⑳ 油研工業事件 昭51年1月7日 神奈川 委r別 冊』884号4頁.⑳ 新 潟放送 事
件 昭51年2月5日 新 潟委r別 冊』,887号27頁.⑳昭和信用 金庫事件 昭51年
3月2日 東京委r別 冊』888号25頁.⑳ かね 一 自動車事件 昭51年3月26日
愛知委 『別 冊』890号3頁.
一方 ,不 当労働行為 とされなか った もの に 以下 が あ る.⑳ 文 化新 聞事件 昭
37年8月 真5日中 労委r命 令集』26・27号326頁.⑳ 熊本観 光事件 昭39年1
月22日熊 本委 『命令集』30・31号356頁.⑭ 東 京繊維工 業事件 昭46年3月
18日栃 木委r命 令集』44号484頁,⑳ 内 田洋行事 件 昭46年12月15日 中労委
r命令集』45号789頁.⑳ 岩 田屋事 件 昭46年12月20日 福 岡委 『命令集』45
号669頁.⑳ 交英堂事 件 昭47年1月20日 京 都委 『命令 集』46号58頁.⑳ ラ
ジオ関東事件 昭49年5月21日 東京委r命 令集』53号353頁.⑳ 社会保険診
療報酬 支払基 金事 件 昭50年3月13日 富 山委r別 冊』877号73頁.⑩ 名古屋
放送事 件 昭51年3月31日 名 古屋地裁判 決r労 働判 例』249号43頁.
(9)不利益取扱 いの事 例につ いては,植 田保雄 「管理 職等への格付を め ぐる不 当労
働 行為」r労働法律 旬報 』883号(1975年)をみ られた い.
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され,そ の具体化の過程において昇進 ・昇格をめ ぐる トラブルが多発 したこ
とがその主要な原因と思われ る。
不利益取扱いの対象となった職務上の地位 ・資格は下級職制のそれが圧倒
的に多い。いわゆる管理職への昇進が争われたのは,使 用者参組合脱退を条
件に管理職昇進の内示を したにもかかわ らず組合脱退がなされないので当該
内示を撤回 した事案においてのみである。労働委員会は,問 題 となった職種
が労組法2条 但書1号 に該当 しないことを主な理由として使用者の措置を不
くユの
当労働行為 と認定 している。 しか し,当該職種が労組法2条 但書1号 に該当
す るとされたな らば 不当労働行為の 成否の判断は 極めて 困難 となるであろ
く　　
う。
第二は,裁 定内容と救済命令について。不当労働行為の成否は諸般の事情
如何によるが,そ の中でも昇進 ・昇格がある程度一律になされるか否かが重
要なメルクマールとなる。それがある程度一律になされる場合には使用者¢)
裁量の幅が狭 いので昇進 ・昇格 させないことの 「不利益」性が認定 されやす
い。 したがって反組合的意図も認定されやす く不当労働行為の成立も認め ら
れやすいといえよう。一方,裁 量の幅が広ければ不当労働行為と認定 されに
くくなる。'
ところで,不 当労働行為の成立が認め られた場合に,そ れが労組法7条 の
いかなる条項に該当す るか,に ついてはほ とん ど論議 されていない。7条1
号もしくは7条1号 ・3号にあたるとす る例が多い。なかには該当条項を明
示 しない例 もある。 もっともいかなる条項を援用 したと しても救済命令の型
ロ 　ラ
はほぼ一定 している。原状回復的措置と して昇進 ・昇格を命 じ,さ らにそれ
に伴なって支給 されるべき諸手当の支払いを命ずる例がほとんどである。
⑩ 具体例として,前注(8)の③ 弘乳舎事件 ⑪ 秋田放送事件 ⑳ 振興相互銀行
事件をあげうる.
⑪ 使用者は,当該職種は労組法2条 但書1号 に該当すると主張 している.
⑫ 集団差別の事案で 「班長職に欠員が生じた時は,従業員中に占める組合員の数
に比例する限度まで組合員を優先して就任させる」べきことが命じられた例もあ
る(前注(8)⑰第一小型ハイヤー事件).
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② 昇進 させることが争われた事例
昇進 させ ることの不当労働行為性が問題となった事案は,昇 進 自体が直接
の争点となっているわけではない。昇進に伴 う非組合員化が問題 となってい
(13)
る。いわゆる 「管理職」への昇進のケースである。
か ような事例には一応次の三つの紛争類型が存する。
第一は,非 組合員たる管理職への昇進を勧誘す ることめ不当労働行為性が
争われた事案である。 この場合,不 当労働行為の成否は,勧 誘を うけた労働
者の組合及び会社組織上の地位,勧 誘の時期 ・態様等如何に よる。合理的理
由もな く非組合員になることを勧誘す るのは,た とえそれが 「昇進」に とも
な うものであって も不当労働行為 といえよう。大阪地労委は,大 三興業事件
において組合書記長に対 し職制(非 組合員)に なるよう勧誘す ることは支配
ロの
介入にあたると判断 している。 また類似の事案 として,業 務上の必要性 もな
く組合員を課長代理等に昇格 させその後組合を脱退すべきことを強硬に主張
(15)
した英和精工事件,非 組合員にな らないことを理由に昇進内示を撤回 した弘
(16)
乳舎事件等がある。いずれも不当労働行為の成立は認め られている。
第二は,本 人の同意をえて管理職に昇進せ しめることの不当労働行為性が
争われた 事案である。 この種事案は,本 人が昇進に 同意 した こともあって
(17)
「不利益 取扱い」 には該 当 しない。 しか し場合に よっては組合に対す る支配
⑬ 昇進と不当労働行為との関連問題としては通常 「栄転」のケースがとりあげら
　 の 　 　 　
れ る.し か し,栄 転 の問題は,昇 進 自体 とい うよ り配転,す なわち特定 の職場 か
ら活発 な組合 活動家 を排 除す ることの不 当労働行 為性が 中心論 点 とな る・と思わ れ
るので 本稿 では とりあげない.な お,昇 進 との関連で は 労組法7条1号 にい う
「不 利益 」 とは従 業員 としてのそれ に 限定 され るか,組 合員 として の不 利益 も含
まれ るか,が 問題 とな る.限 定 され る とす れば,不 当労働行為 た る栄転 は1号 に
は該 当 しな い(栃 木新 聞社事 件 昭41年10月20日 栃木 委 『命令集』34・35号
453頁).一方,限 定 されない とす れば,1号 に も該 当す る(判 例 ・通説 た とえ
ば関東 醸造事 件 昭34年4月28日 東 京高判 『労民集』10巻2号257頁).両 説
の 相違 の もつ意味 につい ては,蓼 沼前掲書155-157頁を参照.
⑭ 昭41年9月5日r命 令集』34・35号439頁.
⑮ 昭48年7月10日 大 阪委r命 令 集』51号71頁.
⑯ 注00参 照.
⑰ 「不 利益取扱 い」に該 当す る場合 もあ る,と す る 見解 として 共同研究 労働 法2
『不 当労働行 為論』(岸井執筆)(1969年)126-127頁が あ る.
94 商 学 討 究 第27巻 第3・4号
介入にあたる。東京都労委は,日 本ルセル事件においてユニオン ・シ ョップ
協定締結直後に特定工場の従業員(当 時組合に加入 していなかった)全 員を
(18)(19)
非組合員た る管理職に昇進せ しめた ことを不当労働行為 と認定 している。も
っとも救済 としては誓約書の交付が命ぜ られているにすぎない。 これでは十
分な原状回復的措置とはいえないであろ う。 しか し,端的に昇進 した者の降
格を命ずることは実務上 も理論上 も極めて困難だ と思われる。 この点がこの
く　の
種事案処理の最大の難点 といわれる。
第三は,管 理職昇進命令を拒否 したことを理由と して解雇がなされ,そ の
「解雇」の不当労働行為性が争われた 事案である。 昇進に関す る事例と して
はこの種のものが最 も多い。この場合には,昇 進させ ることの業務上の必要
性 と組合活動を継続 したいとい う労働者の利益が正面か ら衝突するので不当
労働行為の認定は非常にむずか しい。そ こで,本 稿ではもっぱ らこの種事案
を考察対象 としたい。
さて,こ の第三類型の具体例としては以下をあげ うる。
① 日本信託銀行事件。組合の同意な しに正副委員長を非組合員たる役職に
昇格発令 し,これを拒否 したことを理由に解雇がなされた事案である6東 京
く　 ラ くき　　
都 労委及び中労委 は,会 社 は組 合に十分な説明をせず,さ らに会社が主張す
る 「人事序列 の 維持」 とい う 業務上の必要性 はそれほ ど 高度な ものではな
い,と して不 当労働行為 の成立を認めた。
②昭和産業相互銀行事件。組合 の中央委 員(副 長)を 支店次長に昇格 させ
たのに もかかわ らず右発令 に従わないので 「次長職を忠実に遂 行す ることを
命令す る」 との業務命令 を出 し,当 該業務命令違反を理 由と して諭 旨解雇が
08昭50年7月29日 『別冊』883号31頁.
⑲ 類似の事案として,新 日鉄八幡労組委員長 と鉄鋼労連中央執行委員長との副参
事(組 合員資格あり)昇格を不当労働行為であると組合員個人が申立てたケース
があるが,不 当労働行為の成立は認められていない.新 日本製鉄事件 昭50年
8月8日 福岡委 『別冊』886号200頁.
⑳ 西川美数 「栄転と組合活動上の不利益」『中央労働時報』576号(1975年)29頁
参照,
⑳ 昭38年4月2日r命 令集』28・29号206頁.
⑳ 昭40年7月14日 『命令集』32・33号574頁.
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なされた事案である。京都地裁は,昇 格には高度の業務上の必要性がな く,
また,副 長 ・次長間の職務内容の相違は大き くない等の理由で解雇権濫用 と
(23)
判示 した。
③青春出版社事件。課長昇格命令を拒否 したことを理由とする解雇の事案
(24)
である。東京都労委は,労 使紛争中にさしたる合理的理由もなく当該昇格処
分をな した(な お,他 の諸 々の不当労働行為 も勘案 している)と の理由で不
当労働行為の成立を認めた。
④中央相互銀行事件。春闘や組合の定期大会をひかえている時に活発な組
合活動家たる一般行員を二階級特進せ しめ支店長代理に昇格配転 したが右辞
く　う　 く　の
令に従わないので 解雇がなされた事案である。 名古屋地裁 及び 名古屋高裁
は,あ えて二階級特進せ しめるだげの業務上の必要性はなか った として不当
労働行為の成立を認めた。
⑤山形マッダ自動車事件。営業所長発令拒否を理由と して組合の副委員長
　の
が解雇された事案である。山形地労委は,登 用に業務上の必要性があ り,ま
たその方法も相当(か なり以前か ら組合に協力を要請 していた)で あると し
て昇進及び解雇を不当労働行為ではないと判断 した。
⑥ システム ・コンサルタン ト事件。係長昇格命令拒否を理由として組合執
く　 　
行委員が解雇された事例である。東京都労委は,昇 格命令にはさしたる業務
上の必要性がないとして不当労働行為の成立を認めた。
⑦津田電線事件。大学卒の活発な組合活動家を営業課長(課 長代理待遇)
に昇進せ しめたが,右 辞令に応 じないので諭 旨解雇がなされた事案である。
く　
京 都 地 裁 は,次 の よ うな 理 由 づ け に よ り昇 進 命 令 及 び解 雇 を 不 当 労 働 行 為 な
らず と判 示 した 。
㈲ 昭39年6月19日r労 民 集』15巻3号694頁.な お,直 接不 当労働 行為 の成
立 が認 め られてい るわけではな い.
㈲ 昭43年9月24日 『命令 集』39号238頁.
㈲ 昭43年11月8日 『労働 法律旬報 別 冊』689号4頁.
㈲ 昭47年2月9日 『判 例時報』663号92頁.
鋤 昭47年4月24日r命 令集』46号588頁.邑㈲ 昭50年5月6日 『別 冊』879号28頁
.
鱒 昭50年10月7日 『判 例時報 』804号97頁.
96 商 学 討 究 第27巻 第3・4号
会社の実施 しているキャリア ・システムに よれば,大 学卒業者は,勤 務評
定等に特に問題のない限 り,すべて入社後勤続5年 で係長に,同8年 で課長
代理に例外な く昇進 し,申請人と同期入社の者にはすべて課長代理昇進命令
が発せ られている。 したが って,「会社が申請人の前記組合活動の故をもっ
てこれを封殺す るために本件辞令を発 した ものとは認め難 く,か えって右昇
進制度の適用によるものと認めるのが相当である」。さらに,「本件辞令が発
せ られた当時大阪営業所において,課 長代理と係長の職務内容に顕著な差異
はなく,また申請人が課長代理に昇進すべ き具体的な業務上の必要性はなか
ったことが認め られるが,大 学卒業者は平均 して毎年数名 しか入社せず右の
とうりの昇進制度を実施 している会社においては,昇 進辞令に具体的な業務
上の必要性がない事実は会社の不当労働行為意思を推認 させ るものではない
と解する」。
ところで,労 委及び裁判所は,以 上の諸事件を処理す る際,通 常の不当労
働行為事件処理の場合 と同様に昇進の業務上の必要性 と反組合的意図との比
較衡量を行なっている。そ して,昇 進命令自体に業務上め必要性があれば,
当然昇進命令違反を理由とす る解雇 も不当労働行為ではないとされやすい。
もっとも,業 務上の必要性の認定は,昇 進が 非組合員化を 招来す ることも
あってかな り厳格である。.しか し両者のバランスをとるとのアプローチには
ちがいがない。その結果,津 田電線事件でみ られた ように機械的一律に昇進
させる事例においては昇進措置の人事管理上の必要性は比較的認め られやす
く　
く,一 方,「一律」昇進であるがゆえに反組合的意図の認定は極めて困難 と
なる。か ような人事管理方式 さえ使えば組 合活動家の非組合員化や組合脱退
拒否(昇 進命令拒否)を 理由とする解雇が可能になるのであろうか。 ここに
既成のアプローチ自体の限界があるように思われる。ではいかに処理するの
が望 ましいか。
GOこ こでは個々の昇進命令の業務上の必要性ではな く,そのような人事管理秩序
自体を維持することに業務上の必要性があるとみなされる.① から⑥ までの事
案とは業務上の必要性のとらえ方に大きな相違があることに注意されたい.
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(1)類型化の試み
非組合員化を ともな う管理職への昇進命令及び右命令拒否を理 由とす る解
雇はそれぞれ不当労働行為 とみなされるか。 この問題を考察するには昇進に
対す る関係者(本 人 ・労働組合)の 態度(賛 否)に 応 じて事案を次のように
類型化するのが便利である。利害凍況が より的確に把握 され,覧類型に応 じた
処理が可能となるか らである。
第一類型は,本 人及び組合の双方が昇進に同意の場合。
第二類型は,本 人が昇進に同意 し組合がそれに反対の場合。
第三類型は,本 人が昇進に反対だが組合がそれに同意す る場合。
第四類型は,本 人及び組合の双方が昇進に反対の場合。
さて,第 一類型は,本 人及び組合が昇進に同意 しているので不当労働行為
く　
事件 となることはほ とんどない。次に,第 二類型は,不 利益取扱いとなるこ
とはないが諸般の事情か ら組合弱体化を意図 した支配介入 とみ られる場合は
く　
ある。 しか し,こ の種事案の不当労働行為の申立は極めて少ない。 さらに,
効果的な救済命令が出されえない こともあって,事 案の処理何如が現実の労
使関係に強い影響を与えることはほとんどないと思われる。
む しろ,不 当労働行為事件 と して申立て られるもの.O多くは第三及び第四
類型 の事案である。そ こで,本 稿ではもっぱ らそれ らの類型の事案に焦点を
あてたい。
まず,第 三類型においては組合が昇進に同意 していることか ら組合の団結
権ではな く,個別労働者の組合活動をす る権利だけが問題になる。そ して,
この類型においては一応次の二つの昇進のパターソが考え られ る(後 述のよ
うに第四類型においては 第一のパターンしか問題にな らない)。第一は,労
組法2条 但書1号 にい う使用者 の利益代表者に昇進する場合である。労組法
上,非 組合員にな らざるをえない。第二は,使 用者の利益代表者に該当 しな
⑳ 例外的な場合としては新 日本製鉄事件がある.注 ⑲ 参照.
㈱ 日本ルセル事件。注⑱ 参照.
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いより下級の管理職に昇進する場合である。この場合には,組合規約 もレく
(33)'
は労働協約に より 当該役職者が 非組合員とされている 結果,非 組合員とな
る。津田電線事件はまさにこの第二のパターンの事案である。
ところで,こ の昇進パターンの相違のもつ意味は極めて重要である。少な
くとも理論的にはそ ういえる。とい うのは,第 一のパターンにおいては,昇
進に応 じたな らば本人は労組法2条 の規定により非組合員にな らざるをえな
い(「管理職組合」「法外組合」の問題はここでは考えない)。他方,第 二の
パターンの場合は,非 組合員化はあ くまでも組合の自主的判断に基づ く。 し
たが って,本 人は,昇 進 した うえで組合に対 し当該役職者を組合員の範囲に
加えるよう働 きかけることもできる し,また,新 たに労組法上の組合を結成
することも可能である。理論的には,組 合活動を継続する余地がないわけで
はない。'しか し,実際上それ らはいずれ も非常に困難である。 したが って,
組合活動を継続 したいと思 う人は,第 二のパターンの昇進の事例においても
昇進 自体を拒否せざるをえないのが現実である。そこで,本 稿では,昇 進の
結果非組合員になるとの点においては両パターンとも同 じとみ られるので,
くヨの一応昇進パターンの相違を捨象 して論を進めていきたい。
第四類型においては,本 人 及び 組合の双方が 昇進に反対 していることも
あ って関係者の利害状況は第三類型ほ ど錯綜 しているわけではない。すなわ
ち,昇 進の第二のパターソは事実上問題とな らない。組合は・自主的に当該
役職者を組合員の範囲に含ます ことができ,そ の結果非組合員化 自体を阻止
く　の
しうるか らであ る。 したが って,第 一の昇進 のパタ ーンだけが問題 とな る。
㈱ 後注㈹ 参照.
㈱ 第二の昇進パターンの場合には,使用者は,昇進の結果非組合員になるのはも
っぱ ら組合規約のゆえであり,昇進命令自体が不当労働行為となることはない,
と主張 しえる.しかし,これに対しては,そ のような組合規約があることに籍 口
して非組合員化をはかる不当労働行為だとか,使用者と組合が一体化した不当労
働行為だとかの反論が可能となろう.現行不当労働行為制度上組合内マイノリテ
ィをいかに保護すべきか,の 問題は理論的にも運動論的にも極めて重要と思われ
るがその検討は他日を期したい。
㈹ 労働協約で定められた 「非組合員の範囲」は,協約の人的適用範囲を規定した
ものとみなされるのが 普通である.三 石耐火煉瓦事件 昭29年11月24日中労
"委r命 令集』11号256頁:矢鍋邦一編著r最近の労働協約』(1970年)17頁.
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この場合には,個 別労働者の組合活動をす る権利 とともに組合の団結権も侵
害される。
(2)黄犬契約的アプローチ
第三,第 四類型の事案は,い かなる場合に不当労働行為とみなされ るであ
　 　
、ろ うか。既成のアプローチか らすれば,昇 進(解 雇のではない)の 業務上の
必要性 と反組合的意図との比較衡量 とい うことになる。その際,労 働者の会
社及び組合組織上の地位,命 令が出された時期 ・態様,そ の業務上の必要性
の程度,職 場慣行等諸般の事情が考慮される。その結果,昇 進に高度の業務
上の必要性あ りとされ ると,男進命令及び解雇が不当労働行為と認定 されに
(36)
くくな る。
津田電線事件では,昇 進命令は,大 学卒業後八年で機械的一律に管理職に
するとい う人事管理ルールのあてはめの結果にす ぎず,昇 進命令及び解雇と
もに不当労働行為ではないとされた。すなわち,機 械的な一律昇進制の場合
くお　ラ
は・ 当該昇進 の人事管理上・ 業務上の必要性は 比較的認め られやすい。 丁一
方,「一律」昇進制ゆえに 反組合的商図は極めて認定 されに くい。 では,か
ような人事管理方式さえ採用するなら,も しくは昇進 自体に高度の業務上の
必要性があ りさえすれば,非 組合員化,つ まり,組 合脱退の強制が可能とな
るのであろうか。労働者個人の組合活動を継続 したいζの要牢はまった く認
め られな いのであろ うか。やは り,使 用者 の人事権 の行使 と して組合脱退を
強制 しうることはア ンフェアだ と思われ る。既成 の アプローチで は,こ の問
題 の十分満足 のい く解決 は困難では なか ろ うか。
セは,い かな る アプローチが 望 ま しいか。 い ままで は,昇 進命令 自体の
不当労働 行為性 を中心に考察 して きた。 しか し,事 案 を端的に と らえるな ら
ば,当 該 命令拒否 を理 由 とす る 「解 雇」 の不 当労働行 為性 こそが ここでの問'
㈲ 非組合員化をともなう昇進には高度の業務上の必要性がなければならないとさ
れるので,現実には 「昇進命令」自体が不当労働行為とされる場合が多いであろ
う.この場合には解雇も不当労働行為とみなされる.
㈲ というのは,個 々の昇進の具体的な必要性ではな く.そのような人事管理秩序
自体を維持することに業務上の必要性があるとされるからである.も っとも,機
械的な一律昇進制がどの程度業務上の必要性に裏づけられているかは争点の一つ
となる.
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題である。すなわち,不 当労働行為制度か らの視角か らすると,非 組合員化
拒否を理由とす る解雇の是非が論点となっているわけである。この解雇措置
(38)
は,ま さに労組法7条1号 にい う 「労働組合か ら脱退することを雇用条件 と
す ること」にほかな らないのではなかろ うか。非組合員化(組 合脱退)を 雇
用条件 としているか らである。 この ことは津田電線事件のような一律昇進の
事案については とりわけあてはまる。 同事案では,学 卒者は 入社後八年で
　 　
必ず管理職に昇進する,つ まり,組合を脱退するとの約定が入社時に締結 さ
れていたとみなされ うるわけである。一種の変型(八 年後 との意味で)黄 犬
契約 といえよう。このよ うに考えるな らば,昇 進命令の業務上の必要性の程
く　 ラ
度を問 うまでもなく解雇は当然に不当労働行為とされる。
ところで,次 に,機 械的な 一律昇進制を採用 しない 場合はどうであろう
か。 このケースに対 して も黄犬契約的 アプローチに よる処理は可能 と思われ
'る。つま り,人事権の行使として管理職への昇進を命 じ,当該命令に従わな
いことを理由に解雇をすることは,結 局 「労働組合か ら脱退す ることを雇用
条件 とすること」にほかならないのではなかろ うか。ただ,組 合脱退 との約
　 コ 　
定 が労働契約 の締 結時に なされたのではな く,契 約継続中に新 たに挿入 され
ただけ の相違 にす ぎない。昇進 命令 発令 後については昇進す ること,す なわ
ち組合脱退が 「雇用条件」 にな ってい るか らであ る。 したが って命令拒否 を
理 由 とす る解雇 はや は り不 当労働行為 とみ な され る。
結局,以 上 の考えを まとめ ると次の ようにな る。管理職への昇進命令 を拒
否 した ことを理 由 とす る解雇は,た とえ昇進命令 に高度 の業務上 の必要性 が
あ った と して も,人 事権 の行使に よって非組合 員化 を強制す る こと,す なわ
ち 「労働組合か ら脱退す る ことを雇用条件 とす ること」 なので労組法7条1
、号にい う不当労働行為であ る。
㈱ 別組合に加入,も しくは新組合の結成が可能な昇進の第二のパターンのケース
においては,「現在所属 している」組合から脱退することが雇用条件とみなされ
る.
G9昇進を命ずること自体は,必ずしも不当労働行為になるわけではない.津田電
線事件では,む しろ昇進させなければ 「不利益取扱い」と認定される可能性があ
る.したがって,問題は昇進を 「強制」しうるか否かである.
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〔追記〕京都地労委は津田電線事件につ き不当労働行為の成立を認めた。昭
和51年8月11日 『労働判例』261号65頁。その際,同地労委はキ ャー リアシ
ステムが 「企業の手によって一方的,強 行的に適用され るな らば,組 合員の
範囲を定めた労働協約 とのかかわ りにおいて黄犬契約の疑いを生ぜ しめるも
のである」 と判断 している。
